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要旨
　　The Soviet fishery industry in the Soviet Far East made rapid progress in the first 
Five-Year Plan (1928 -1932). Soviet state-owned fishery companies made better catches and 
produced increasingly greater quantities of canned fish each year. Soviet fishery companies 
were then in competition with powerful Japanese companies that operated many demarcated 
fisheries along the Soviet Far East coast, especially in Kamchatka, since the Portsmouth Peace 
Treaty (1905). 
　　In 1928, the USSR and Japan concluded their new fishery treaty that did not favor 
Soviet fisheries. The Soviet government attempted to promote Soviet fishery with the aid of 
Japanese fishery materials and transport ships. Over 4000 seasonal migrant workers from 
Japan contributed to the great success of Soviet companies.
　　However, these companies experienced many labor disputes by Japanese workers, 
especially in 1929. The workers complained about the terms of their contracts, which often 
differed from those presented in advance by employment agents in Japan. These companies 
also lacked sufficient arrangements for good operations, which was a cause of concern among 





























は 1927 年 6 月である。カムチャッカの漁業史に詳しいイリイナは日本への依存が当然の結果だっ
たとし、アコの誕生は「（本格的に）カムチャッカに戻ってくる日本に対してソ連側が出した回





























を経て新たな日ソ漁業条約が発効したのは 1928 年 5 月である。旧漁業条約が満期を迎えてから









新条約が定めた新たな漁業制度がはじめて実施されたのは 1929 年である。この 1929 年に露領



























は前年の 500 万ルーブルから 1880 万ルーブルへと 3 倍以上に伸び、さらに翌 1930 年には 5500
万ルーブルへと激増した 11。1929 年に入札の対象となった漁区のうち、ソ連側は全体の 36 パー
セントの漁区を落札した（1928 年は 14 パーセント）12。この傾向は続く。1930 年のソ連側の漁
区は 46 パーセントに達し、漁区数で日ソはほぼ互角になった 13。
漁獲量や製品の生産額は年による豊凶の変動が大きい。そのため必ずしも単純な右肩上がりで
はない。ソ連極東における水産製品の生産額（以下、カッコ内は生産量）は 1928 年が 4000 万ルー




マスの主要な産地は西海岸地方である。この西海岸地方では、1927 年が 2100 万尾、1928 年が 1
億 1100 万尾、1929 年が 1500 万尾というように 1929 年が大不漁だった 15。しかし、1929 年、ソ
連極東全体でみるなら、漁獲量にしめるソ連側の割合は大きく伸びた。日ソの漁獲量の百分比は、
1928 年が日本の 83、ソ連の 17 だったのに対し、1929 年には 68 対 32 になっている。条約の対
象外の漁場も含めれば、1928 年の 49 対 51 が、1929 年には 35 対 65 となり、ソ連側の躍進はいっ
そう顕著だった 16。
アコの漁獲量は豊凶の変動をしのぐ成長をみせた。第一次五カ年計画の初年の 1928 年におけ















































1927 年が 1 万 7300 人、1928 年が 2 万 3300 人、1929 年が 3 万 1800 人、1930 年が 5 万人以上であり、
1927 年からの 3 年間で 3 倍近く、1928 年からの 2 年間でも倍近く増えたことになる 35。この大
幅な伸びのなかに日本の労働者が含まれていた。
ソ連企業に雇われた日本人労働者のおよその数はいくつかの資料から知ることができる。日
魯の社史である『日魯漁業経営史』はアコを含む 4 つのソ連企業に計 4016 人（1928 年）が雇わ
れていたと記している 36。大阪毎日新聞の記者で 1929 年に現地を取材した長永義正は、ソ連極
東沿岸で働く日本の労働者を約 3 万人とし、その半分が日魯、残りの 3 分の 2 が他の日本企業、
3 分の 1 がソ連企業に雇用されていると記している 37。この見積もりにしたがうなら、ソ連企業
には約 5000 人が雇用されていたことになる。したがって、1928 年にはソ連企業の全労働者 2 万
3300 人のうちの約 4000 人、1929 年には 3 万 1800 人のうちの約 5000 人が日本の労働者だった
とすると、ソ連企業の全労働者の 2 割弱が日本人だったことになる。『日魯漁業経営史』はこの








して経営されていた。1929 年当時のカムチャッカを例にとると、ある漁場は 5 カ所の漁区から
なり、187 人の漁夫と 198 人の雑夫が労働していた 40。これは日本企業の例だが、ソ連企業と日
本企業の漁場で大きな違いはなかったようだ。
1929 年、アコの主力工場である、ウスチ・カムチャツク第 2 工場（カムチャッカ東海岸）で
は雑夫として 214 人の日本人が働いていた。当時の同工場では男女あわせて 242 人のソ連人が
雑夫として労働していた。数でいえば、日ソの労働者数はほぼ半々だった 41。同工場にはこれ以
外に幹部職員が 25 人（ソ連人 21、日本人 3、米国人 1）、一般職員が 42 人（ソ連人 19、日本人
21、米国人 2）、それぞれ勤務していた 42。5 つの漁区と工場からなる別の漁場（1929 年、カムチャッ
カ東海岸でリューリ商会が経営）の場合、漁夫はすべて日本人で 140 人、雑夫は 183 人（日本人
96、ソ連人 61、朝鮮人・中国人 26）、幹部職員が 21 人（日本人 12、ソ連人 9）だった 43。
2.2. 労働者募集の手続き
次は労働者の募集手続きをみていこう。1924 年の数字だが、「（樺太・千島を含む）露領方面」







































いことがとくに苦しかったという 57。日魯の社史は「1 日 12 時間から 16 時間労働」と記してい
る 58 が、実際はしばしば 2 時ないし 3 時起きで 23 時頃まで働いた 59。1916 年から 1944 年まで
カムチャッカの日魯の漁場に勤め、作業長を務めた大泉金蔵（1901 年生）は、会社の幹部と交

















では 1 坪に 5 人がつめこまれた 71。幾人もが貨物船の甲板下の船室の悪臭と息苦しさ、波に尻を
洗われるような吊り便所の恐ろしさを回顧している 72。送り込み船は実際に危険であり、甲板か
ら海に転落して不明者が出ることもあれば 73、1929 年には北海道の襟裳岬の沖で多数の死者を















1927 年 8 月、極東国営漁業トラストが経営するウスチ・カムチャツク（カムチャッカ東海岸）
の漁場で 158 人の日本人労働者が争議を起こした 76。この事件では、ソ連当局の宣伝員を名のる
日本人が漁場を訪れ、労働者には組合加入を勧め、通訳や船頭などの日本人幹部に対してはソ
連の労働法規を守るよう求めた 77。日本人幹部は宣伝員の要求を拒んで紛争になった。結局、ト
ラスト側がソ連当局の指示を受けて日本人労働者を退去させることになった 78。また、1928 年 8
月には違法な条件で日本人の女性と少年を労働させているとしてリューリ商会の缶詰工場が操業
停止の命令を受けた 79。
こうした状況は 1929 年に変わった。1929 年以降はあきらかに生産を重視するようになったの
である。そのことは労働条件を定めた団体協約の変化にも表れている。1920 年代後半、多くの
ソ連企業では労働組合と企業が団体協約を結んでいた。賃金ほかの労働条件はこの団体協約に



























に帰ってきてはじめて自分の賃金額を知ることになった 86。日魯は 1928 年と 1930 年に賃金制度
を改定し、問題の解消に努めた 87。
アコは日本人労働者に対して九一金制度を定めていた。団体協約によれば、アコは 8 時間労働
制であり、8 時間を超える労働時間のうち 3 時間までの残業分の賃金は九一金で代え、それ以上
の時間に対しては追加の賃金を支払うことになっていた。これは労働者にとって好条件であり、
実際、日魯と比べたアコの支払いは同じ年で 1 割増し以上だったと言われている 88。さらに、ア





1929 年 6 月、アコがカムチャッカ西海岸中部のイチンスキイで経営する漁区（148б）で 78
人の日本人労働者が募集時の労働条件と現地で示された条件が違うとして争議を起こした。この
漁場では 104 人の日本人（漁夫）と雑夫（工場作業員）と見られるソ連人 20 人が雇用されていた。










実際にはこの本契約すらも一部が履行されなかった。本契約は「1 日 6 時間を超えない範囲で
労働時間を延長できる」（つまり 1 日最大 14 時間労働）としていたのに、実際の労働時間は 1 日













断念した。一方、経営側は、ハバロフスクの関係省庁に照会すると言いながら、早くも 5 月 31







企業側の不手際による争議も起こった。1929 年 4 月、極東国営漁業トラストが経営する沿海
州のネリマ川河口付近の漁区ほか（カニ漁業）で日本人労働者 100 人近くが争議を起こした。テ
ント張りの宿舎、医師や薬の不備、劣悪な食料、よい通訳がいないことなどの悪条件のため、到


















なかった。労働者は予定通り 4 月に現地に到着していたが、7 月までは当初の計画通りの労働が
できなかった。当然、九一金の大幅な減収が見込まれ、労働者は不満を抱いた。日魯は隣接漁区
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